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連結注記表 
 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結計算書類の作成基準 

連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」）

に準拠して作成しています。 

なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略してい

ます。 

  

２．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数          38社 

(2) 連結子会社の名称 

九州テイ・エス株式会社、サン化学工業株式会社、株式会社テイ・エス ロジスティクス、総和

産業株式会社、株式会社テック東栄、株式会社ホンダカーズ埼玉北、TRI-CON INDUSTRIES, LTD.、

TS TRIM INDUSTRIES INC.、 TS TECH USA CORPORATION、 TS TECH AMERICAS, INC.、 TS TECH 

ALABAMA, LLC.、TRIMOLD LLC、TS TECH INDIANA, LLC、TST NA TRIM, LLC.、TSML INNOVATIONS, 

LLC、TS TECH CANADA INC.、TRIMONT MFG. INC.、INDUSTRIAS TRI-CON DE MEXICO, S.A. DE C.V.、

TST MANUFACTURING DE MEXICO, S. DE R.L. DE C.V.、NA SERVICE, S. DE R.L. DE C.V.、TS DE 

SAN PEDRO INDUSTRIES, S. DE R.L. DE C.V.、TS TECH DO BRASIL LTDA.、TS TRIM BRASIL S/A、

広州提愛思汽車内飾系統有限公司、広州徳愛康紡績内飾製品有限公司、寧波提愛思汽車内飾有限

公司、武漢提愛思全興汽車零部件有限公司、TS TECH (HONG KONG) CO.,LTD.、TS TECH TRIM 

PHILIPPINES, INC.、PT. TS TECH INDONESIA、TS TECH (THAILAND) CO.,LTD.、TS TECH ASIAN 

CO.,LTD.、TS TECH (KABINBURI) CO.,LTD.、TS TECH SUN INDIA PRIVATE LIMITED、TS TECH SUN 

RAJASTHAN PRIVATE LIMITED、TS TECH HUNGARY Kft.、TS TECH Poland sp. ｚ o. o.、TS TECH 

UK LTD 

 

 当連結会計年度において、TSML INNOVATIONS, LLC、TS DE SAN PEDRO INDUSTRIES, S. DE R.L. 

DE C.V.及びTS TECH Poland sp. ｚ o. o.を設立し、連結子会社としています。 

 

３．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用関連会社の数       ３社 

(2) 持分法適用関連会社の名称 

株式会社今仙電機製作所、広州広愛興汽車零部件有限公司、LAGUNA TS LAND, INC. 
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４．会計方針に関する事項 

(1) 連結の基礎 

① 子会社 

子会社とは、当グループにより支配されている企業であり、子会社の財務諸表は、当グループが

支配を獲得した日から支配を喪失した日までの間、当社の連結計算書類に含まれています。 

子会社が適用する会計方針が当グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当

該子会社の財務諸表を修正しています。 

当グループ内の債権債務残高及び取引、並びに当グループ内取引によって発生した未実現損益は、

連結計算書類上消去しています。 

支配の喪失を伴わない、子会社に対する持分変動は、資本取引として会計処理しています。 

当グループの持分及び非支配持分の帳簿価額は、持分の変動に応じ調整され、非支配持分の調整

額と、支払対価または受取対価の公正価値との差額は、資本に直接認識し、親会社の所有者に配分

しています。 

② 関連会社 

関連会社とは、当グループが財務及び営業の方針の決定に重要な影響力を有しているが支配はし

ていない企業であり、当グループが重要な影響力を有することとなった日から喪失する日まで、持

分法により処理しています。 

持分法の下では、投資額は当初は原価で測定し、それ以後は、関連会社の資本に対する当グルー

プ持分の取得後の変動に応じて投資額を変動させています。その際、関連会社の純損益のうち当グ

ループの持分相当額を純損益として認識しています。また、関連会社のその他の包括利益のうち当

グループの持分相当額をその他の包括利益として認識しています。 

重要な内部取引に係る利益は、関連会社に対する持分比率に応じて消去しています。 

  

(2) 企業結合 

企業結合は取得法により会計処理しています。 

取得対価は、当グループが移転した資産、引き受けた負債及び当グループが発行する資本性金融

商品の公正価値の合計として測定しています。 

取得関連費用は、発生時に純損益として認識しています。 

被取得企業から取得した識別可能な資産及び負債は、IFRSで要求されている場合を除き公正価値

で測定しています。 

取得対価が、被取得企業から取得した識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、の

れんとして資産を認識し、下回る場合には、純損益を認識しています。 

なお、のれんは償却を行わず減損テストの上、取得原価から減損損失累計額を控除した帳簿価額

で表示しています。 
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(3) 外貨換算 

当グループ各社の財務諸表は、各社が営業活動を行う主たる経済環境の通貨（以下、「機能通

貨」）により作成しています。 

また、在外営業活動体の財務諸表は、当社の機能通貨である日本円に換算し連結計算書類を作成

しています。 

① 外貨建取引 

機能通貨以外の通貨による取引の換算は、取引日の為替レート、または取引日の為替レートに近

似するレートを使用しています。 

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、決算日の為替レートで換算しています。 

外貨建貨幣性資産及び負債の換算または決済により生じる換算差額は、純損益として認識してい

ます。 

② 在外営業活動体 

在外営業活動体の資産及び負債は決算日の為替レート、収益及び費用については著しい変動のな

い限り期中平均レートを使用して日本円に換算しています。 

在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額の変動は、その他の包括利益として認

識し、為替換算差額の累積額は、その他の資本の構成要素として認識しています。 

在外営業活動体を処分し、支配または重要な影響力を喪失した場合は、この在外営業活動体に関

連する換算差額の累積額を純損益に振り替えています。 

 

(4) 金融商品 

① 金融資産 

(i) 当初認識及び測定 

当グループは、営業債権及びその他の債権を発生日に当初認識し、その他の金融資産は当該金融

資産の契約当事者となった取引日に当初認識しています。 

 当初認識時において、すべての金融資産（重大な金融要素を含まない営業債権を除く）は公正価

値で測定していますが、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類されない場合は、当該

公正価値に金融資産の取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しています。重大な金融

要素を含まない営業債権は、当初認識時において、取引価格で測定しています。なお、純損益を通

じて公正価値で測定する金融資産の取引費用は、純損益に認識しています。 

(ii)  分類及び事後測定 

当グループは、保有する金融資産を、(a)償却原価で測定する金融資産、(b)その他の包括利益を

通じて公正価値で測定する資本性金融資産、(c)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産のい

ずれかに分類しています。この分類は、当初認識時に決定し、金融資産の当初認識後の測定は、そ

の分類に応じて以下のとおり測定しています。 

(a) 償却原価で測定する金融資産 

 当グループが保有する金融資産のうち、次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定

する金融資産に分類しています。 

 ・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデ

ルの中で保有されている。 
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 ・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ

ローが所定の日に生じる。 

 当初認識後、償却原価で測定する金融資産については、実効金利法を用いて算定し、必要な場合

には減損損失を控除しています。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得または損

失は、当期の純損益に認識しています。 

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産 

 当グループは、一部の資本性金融資産については、公正価値の事後の変動をその他の包括利益に

表示するという取消不能な選択を行い、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融

資産に分類しています。 

 当該金融資産は、当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動はその他の包括利益に含めて

認識しています。投資を処分した場合、もしくは公正価値が著しく低下した場合に、その他の包括

利益を通じて認識された利得または損失の累計額をその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り

替えています。 

  なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産からの配当金については、

金融収益として純損益に認識しています。 

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 

 上記の償却原価で測定する金融資産、またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本

性金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しています。当

グループの純損益を通じて公正価値で測定する金融資産としては、デリバティブ資産等が該当しま

す。 

 当該金融資産は、当初認識後、公正価値で測定し、その変動は純損益で認識しています。また、

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に係る利得または損失は、純損益に認識しています。 

(iii) 金融資産の減損 

 償却原価で測定する金融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損失に対し

て貸倒引当金を認識しています。 

 当グループは、各報告日において、金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大した

かどうかを評価しています。 

 金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係

る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失と同額で測定しています。一方で、金融資産に係る信用リス

クが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を全期間の予想

信用損失と同額で測定しています。 

 ただし、営業債権等については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しています。 

 金融資産の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っています。 

 ・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額 

 ・貨幣の時間価値 

 ・報告日時点で過大なコストまたは労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状況、並 

 びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報 

 当該測定に係る金額は、純損益で認識しています。 
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 減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益として

戻し入れています。 

(iv)  金融資産の認識の中止 

 当グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、また

は当グループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべて

を移転する場合にのみ金融資産の認識を中止しています。 

② 金融負債 

(i) 当初認識及び測定 

 当グループは、金融負債を取引日に当初認識しています。 

当初認識時において、すべての金融負債は公正価値で測定していますが、償却原価で測定する金融

負債については、公正価値から直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しています。 

 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債の取引費用は、純損益に認識しています。 

(ii)  分類及び事後測定 

 当グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と償却原価で測

定する金融負債のいずれかに分類しています。この分類は、当初認識時に決定しています。金融負

債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。 

 当グループの純損益を通じて公正価値で測定する金融負債としては、デリバティブ負債が該当し

ます。当初認識時において純損益を通じて公正価値で測定する金融負債として、取消不能の指定を

行ったものはありません。純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、当初認識後、公正価値

で測定し、その変動については当期の純損益として認識しています。 

 償却原価で測定する金融負債については、当初認識後、実効金利法による償却原価で測定してい

ます。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得または損失については、当期の純損

益に認識しています。 

(iii) 金融負債の認識の中止 

 当グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、債務が履行された時、契約中に特定された債

務が免責、取消しまたは失効となった時に、金融負債の認識を中止しています。 

③ 金融資産と金融負債の相殺 

金融資産及び金融負債は、当グループが残高を相殺する強制可能な法的権利を現時点で有し、か

つ、純額で決済するかまたは資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結

財政状態計算書上で相殺し、純額で表示しています。 
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(5) 現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっています。 

  

(6) 棚卸資産 

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しています。 

取得原価には、購入原価、加工費、及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したそ

の他のすべての原価が含まれています。 

原価の算定は、主として先入先出法によっています。 

正味実現可能価額は、通常の事業過程における見積売価から、完成に要する見積原価及び販売に

要する見積費用を控除して算定しています。 

  

(7) 有形固定資産 

有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した額で測定しています。 

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用及び原状回復費用等が含まれています。 

土地及び建設仮勘定以外の各資産に係る減価償却は、各資産の見積耐用年数にわたり、定額法に

より行っています。主な見積耐用年数は以下のとおりです。 

・建物及び構築物   ２～50年 

・機械装置及び運搬具 ２～20年 

・工具、器具及び備品 ２～20年 

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて改定

しています。 

  

(8) 無形資産 

無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で

測定しています。 

無形資産は、主に開発費であり、開発活動で発生した費用は、以下のすべての条件を有している

場合に資産として認識しています。 

・使用または売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性があること 

・無形資産を完成させ、更に、それらを使用または売却するという意図があること 

・無形資産を使用または売却できる能力があること 

・将来の経済的便益を創出する可能性が高いこと 

・無形資産を完成させ、更に、それを使用または売却するために必要となる、適切な技術上、財務

上及びその他の資源を有していること 

・開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力があること 

資産として認識した開発費の償却は、対象製品の量産開始時点から開始し、見積耐用年数（主に

５年）にわたり定額法により行っています。 

なお、見積耐用年数、及び償却方法は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて改定しています。 
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(9) リース 

 当グループは、契約の開始時に、当該契約がリースまたはリースを含んだものであるかどうか

を判定しています。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に

移転する場合には、当該契約はリースであるかまたはリースを含んでいます。 

 ① 借手としてのリース 

リースの開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しています。使用権資産は開始日に

おいて取得原価で測定しています。開始日後においては、原価モデルを適用して、取得原価から減

価償却累計額及び減損損失累計額を控除して測定しています。使用権資産は、見積耐用年数とリー

ス期間のいずれか短い年数にわたって、定額法により減価償却を行っています。 

リース負債は、開始日において同日現在で支払われていないリース料の現在価値で測定していま

す。開始日後においては、リース負債に係る金利や、支払われたリース料を反映するようにリース

負債の帳簿価額を増減しています。リース負債を見直した場合またはリースの条件変更が行われた

場合には、リース負債を再測定し使用権資産を修正しています。 

 なお、リース期間が12ヶ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースについて、リー

ス料をリース期間にわたり主に定額法により純損益として認識しています。 

 ② 貸手としてのリース 

リースはオペレーティング・リースまたはファイナンス・リースのいずれかに分類しています。

原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合には、ファイナンス・リー

スに分類し、原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転するものではない場合

には、オペレーティング・リースに分類しています。リースがファイナンス・リースなのかオペレ

ーティング・リースなのかは、契約の形式でなく取引の実質に応じて判定しています。 

(i) ファイナンス・リース 

リースの開始日において、ファイナンス・リースに基づいて保有している資産は、正味リース投

資未回収額に等しい金額で債権として表示しています。 

(ii) オペレーティング・リース 

オペレーティング・リースによるリース料は、主に定額法により純損益として認識しています。

(iii) サブリース 

サブリースを分類する際に、中間の貸手は、ヘッドリースが短期リースである場合には、オペレ

ーティング・リースに分類し、それ以外の場合には、ヘッドリースから生じる使用権資産を参照し

て分類しています。 

  

(10) 非金融資産の減損 

当グループは、各年度において資産または資金生成単位の減損の兆候の有無の判定を行い、減損

の兆候が存在する場合に回収可能価額を見積もっています。 

回収可能価額は、資産または資金生成単位の売却費用控除後の公正価値とその使用価値のうち高

い方の金額で算定しています。 

使用価値の評価における見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値に関する現在の市場評

価等を反映した割引率を使用して算定しています。 

資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額と回収可能価額

との差額を、減損損失として純損益に認識しています。 
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過年度に認識した減損損失について、その回収可能価額の算定に使用した想定事項に変更が生じ

た場合等、損失の減少の可能性を示す兆候が存在しているかについて評価を行っています。そのよ

うな兆候が存在する場合は、当該資産または資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、その回

収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を超える場合、算定した回収可能価額と過年度

で減損損失が認識されなかった場合の減価償却控除後の帳簿価額とのいずれか低い方を上限として、

減損損失を戻し入れています。 

  

(11) 売却目的で保有する非流動資産 

継続的な使用ではなく、売却により回収が見込まれる資産及び資産グループのうち、１年以内に

売却する可能性が非常に高く、かつ現在の状態で即時に売却可能で、当グループの経営者が売却を

確約している場合には、売却目的で保有する非流動資産に分類しています。 

売却目的で保有する非流動資産は、減価償却または償却は行わず、帳簿価額と売却費用控除後の

公正価値のうち、いずれか低い方の金額で測定しています。 

  

(12) 従業員給付 

① 退職後給付 

当グループは、確定給付制度及び確定拠出制度を採用しています。 

確定給付制度は、各制度ごとに従業員が過年度及び当年度において提供したサービスの対価とし

て獲得した将来給付の見積額を現在価値に割引いて算定した確定給付制度債務の額から、制度資産

の公正価値を控除した額を連結財政状態計算書に認識しています。 

確定給付制度債務の現在価値及び関連する勤務費用は、予測単位積増方式により算定しています。

割引率は、当該制度債務と概ね同じ満期日の優良社債の利回りを使用しています。 

確定給付制度債務及び制度資産の再測定による増減は、その他の包括利益として認識しています。 

制度改訂または縮小により生じた過去勤務費用は、制度の改訂が生じたとき、または関連するリ

ストラクチャリング費用、解雇給付を認識したときのいずれか早い時期に純損益として認識してい

ます。 

確定拠出制度は、当該制度に支払うべき掛金を、従業員が関連するサービスを提供した時点で純

損益として認識しています。 

② 短期従業員給付 

賃金等の短期従業員給付は、従業員が関連するサービスを提供した時点で純損益として認識して

います。 

賞与は、法的債務または推定的債務を有し、かつ、信頼性のある見積りが可能な場合に負債とし

て認識しています。 

有給休暇は、将来の有給休暇の権利を増加させる勤務を従業員が提供した時点で負債として認識

しています。 

③ その他の長期従業員給付 

永年勤続表彰制度等のその他の長期従業員給付は、従業員が過年度及び当年度に提供したサービ

スの対価として獲得した将来給付の見積額を、現在価値に割引いて負債として認識しています。 

  

(13) 引当金 
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過去の事象の結果として現在の法的債務または推定的債務が存在し、当該債務を決済するために

経済的資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額を信頼性をもって見積ることができる場

合に引当金を認識しています。 

引当金の貨幣の時間価値が重要な場合には、見積られた将来キャッシュ・フローをその負債に固

有のリスクを反映させた税引前割引率を用いて割り引いた現在価値で測定しています。時の経過に

よる引当金の増加は、純損益として認識しています。 

 

(14) 賦課金 

賦課金は、政府に対する支払義務が発生した時点で、支払が見込まれる金額を負債として認識し

ています。 

  

(15) 資本 

① 普通株式 

当社が発行した資本性金融商品は、発行価額を資本金及び資本剰余金に認識し、直接発行費用

（税効果考慮後）は資本剰余金から控除しています。 

② 自己株式 

自己株式を取得した場合は、直接取引費用（税効果考慮後）を含む支払対価を、資本の控除項目

として認識しています。なお、自己株式を売却した場合の処分差損益は資本剰余金として認識して

います。 

  

(16) 収益 

① 顧客との契約から生じる収益 

当グループは、以下の５ステップアプローチ に基づき、収益を認識しています。 

 ステップ１：顧客との契約を識別する。 

 ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

 ステップ３：取引価格を算定する。 

 ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

 ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する。 

 当グループは、主に自動車用シートの製造・ 販売を行っています。 このような製品販売につい

ては、顧客との契約に基づき、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履

行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を計上しています。また、収益は、

顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しています。 

② 利息収益 

利息収益は、実効金利法により認識しています。 

③ 配当収益 

配当収益は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しています。 
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(17) 政府補助金 

政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、かつ補助金を受領することに合理的な保

証が得られた場合に公正価値で認識しています。 

収益に関する政府補助金は、補助金により補償される費用が認識される期間にわたって、純損益

として認識しています。 

資産に関する政府補助金は、繰延収益として認識し、当該資産の見積耐用年数にわたって規則的

に純損益に振り替えています。 

 

(18) 株式報酬 

  当社は、持分決済型の株式に基づく報酬制度として、譲渡制限付株式報酬制度を採用していま

す。譲渡制限付株式報酬は、譲渡制限付株式の付与日における公正価値を測定し、権利確定期間

にわたり、費用及び対応する資本の増加を認識しています。 

 

(19）法人所得税 

法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成され、企業結合に関連する項目、直接資本の部に

認識する項目、その他の包括利益として認識する項目を除き、純損益として認識しています。 

当期税金は、税務当局に対する納付または税務当局から還付が予想される金額で測定しています。

税額は、決算日までに制定または実質的に制定された税率及び税法により算定しています。 

繰延税金は、決算日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差異、繰

越欠損金及び繰越税額控除（以下、「一時差異等」）に対して認識しています。 

繰延税金負債は原則としてすべての将来加算一時差異について認識し、繰延税金資産は将来減算

一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除のうち将来課税所得に対して使用できる可能性が高い範囲

内で認識しています。 

繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定または実質的に制定された税率及び税法に基づいて

一時差異等が解消されるときに適用されると予想される税率で算定しています。 

繰延税金資産及び負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有

し、かつ同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合に相殺しています。 

 

(20) 基本的１株当たり当期利益 

基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期損益を、その期間の自己株式を

調整した発行済普通株式の加重平均株式数で除して計算しています。 
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収益認識に関する注記 

(1)収益の分解 

当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 
(単位：百万円) 

  
報告セグメント 

合計 
日本 米州 中国 アジア・欧州 

二輪事業 4,021 481 － 1,165 5,669 

四輪事業 45,271 138,589 111,177 31,858 326,897 

  (シート) 40,852 117,715 105,834 29,079 293,481 

  (内装品) 4,419 20,873 5,343 2,779 33,415 

その他事業 12,221 5,121 － 49 17,392 

合計 61,515 144,192 111,177 33,074 349,958 

（注）セグメント間取引については相殺消去し、外部顧客への売上収益を表示しています。 

 

  (2)収益を理解するための基礎となる情報 

 「4. 会計方針に関する事項」の「(16)収益」に記載のとおりです。 
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会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連

結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

１．非金融資産（有形固定資産及び無形資産）の減損 

非金融資産に、減損の兆候が存在する場合に、回収可能価額の見積りを行います。回収可能価額

は、売却費用控除後の公正価値と使用価値のうち高い方の金額で算定しています。回収可能価額が

帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額と回収可能価額との差額を減損損失として純損益に認識して

います。 

非金融資産の減損について、翌連結会計年度の重要な影響に関する情報は以下のとおりです。 

 

(1)連結計算書類に計上した金額 

               （単位：百万円） 

 当連結会計年度 
（2022年３月31日） 

有形固定資産 76,860 

無形資産 10,580 

合計 87,440 

 

  (2)見積りの算出に用いた主な仮定 

 減損認識の要否の判定に用いる使用価値は事業計画を基礎とし、客先からの受注予測等を主要な

仮定として織り込んでおり、自動車市場の動向や客先の生産計画の変動により、大きな影響を受け

る可能性があります。 

 新型コロナウイルス感染症の再拡大や半導体供給不足など自動車市場におけるサプライチェーン

の混乱等により、依然として先行きは予断を許さない状況ではありますが、緩やかに回復していく

ものと見積っています。 

 

 (3)翌連結会計年度に与える重要な影響 

 当連結会計年度においては、重要な減損損失を認識していませんが、自動車市場の需要落ち込み

が想定を上回ること等により回収可能価額が低下した場合には、翌連結会計年度において重要な減

損損失が発生する可能性があります。 

 

  ２．繰延税金資産の回収可能性 

繰延税金資産は、将来減算一時差異や繰越欠損金等、将来納付する税金を減額する効果を有する

もののうち、将来課税所得に対して使用できる可能性が高い範囲（以下、回収可能性）で認識して

います。 

 回収可能性は、毎期見直しを行い、回収可能性が低下した場合には、繰延税金資産を減額し、純

損益に認識します。 

 繰延税金資産の回収可能性について、翌連結会計年度の重要な影響に関する情報は以下のとおり

です。 
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(1)連結計算書類に計上した金額 

               （単位：百万円） 

 当連結会計年度 
（2022年３月31日） 

繰延税金資産 8,750 

（注）連結財政状態計算書において計上した繰延税金資産の金額は、上記金額から繰延税金負債 

   を控除した金額です。 

 

  (2)見積りの算出に用いた主な仮定 

 回収可能性の前提となる将来キャッシュ・フローは、自動車市場の動向や客先の生産計画の変動

により、大きな影響を受けます。 

 当連結会計年度における将来キャッシュ・フローの見積りは、新型コロナウイルス感染症の再拡

大や半導体供給不足など自動車市場におけるサプライチェーンの混乱等により、依然として先行き

は予断を許さない状況ではありますが、緩やかに回復していくものと見積っています。 

 

(3)翌連結会計年度に与える重要な影響 

  当連結会計年度においては、重要な繰延税金資産の減額を認識していませんが、自動車市場の需

要落ち込みが想定を上回ること等により回収可能性が低下した場合には、翌連結会計年度において

重要な繰延税金資産の減額が発生する可能性があります。 

 

３．退職後給付 

当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度を採用しています。確定給付制度の確定給付制度債務は、割引率等の数理計算上の仮定に基づき、

予測単位積増方式により算定しています。 

確定給付制度債務の算定について、翌連結会計年度の重要な影響に関する情報は以下のとおりで

す。 

 

(1)連結計算書類に計上した金額 

               （単位：百万円） 

 当連結会計年度 
（2022年３月31日） 

退職給付に係る資産 4,311 

退職給付に係る負債 1,466 

 

  (2)見積りの算出に用いた主な仮定 

 主要な数理計算上の仮定である割引率について、確定給付制度債務と概ね同じ満期日の優良社債

の利回りにより算定しています。 

 

 (3)翌連結会計年度に与える重要な影響 

 確定給付制度債務の算出に用いる割引率等が変動した場合、翌連結会計年度の連結計算書類の退

職給付に係る資産、負債及び退職給付費用に重要な影響を与える可能性があります。 
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連結財政状態計算書に関する注記 

１．資産から直接控除した貸倒引当金 

営業債権及びその他の債権 1 百万円 

その他の金融資産 17 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 129,902 百万円 

有形固定資産の減損損失累計額を減価償却累計額に含めて表示しています。 

 

３．保証債務 

従業員の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っています。 

従業員（社員住宅ローン） 26 百万円 

 

連結持分変動計算書に関する注記 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 136,000,000 株 

(注) 当社は、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っています。 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2021年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 3,159 47 2021年３月31日 2021年６月28日 

2021年11月４日 
取締役会 

普通株式 3,497 26 2021年９月30日 2021年11月29日 

（注）１ 連結持分変動計算書の配当は、配当金の総額から、持分法適用会社が保有する当社株式に係

る配当を控除しています。 

  ２ 当社は、2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っています。 

   2021年６月25日開催の株主総会決議による１株当たり配当額は株式分割前、2021年11月４日 

   開催の取締役会決議による１株当たり配当額は株式分割後の金額を記載しています。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2022年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しています。 
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額 

（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2022年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金  3,725 28 2022年３月31日 2022年６月27日 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針及びリスク管理方針 

当グループにおける金融商品から生じるリスクについては、信用リスク、市場リスク、流動性

リスクに晒されていますが、当該リスクの影響を回避または低減するために、一定の方針に基づ

くリスク管理を行っています。 

資金運用については、元本保証を前提とした定期預金またはそれに準ずる金融商品を基本とし、

また、資金調達については主に自己資金で賄っています。 

デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針を採用しています。 

  

(2) 信用リスク 

(取引先の契約不履行等に係るリスク) 

営業債権及びその他の債権等保有する金融資産は、顧客等の信用リスクに晒されています。 

当該リスクについては、与信管理規程に従い、顧客ごとの与信限度額を超えていないかを定期

的にモニタリングするとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってい

ます。  

なお、営業債権及びその他の債権は、その多くが本田技研工業株式会社とそのグループ会社に

対するものですが、その信用力は高く信用リスクへの影響は軽微です。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関と

のみ取引を行っています。 

連結財政状態計算書に計上されている減損損失控除後の金融資産の帳簿価額は、信用リスクに

対する最大エクスポージャーとなります。  

  

(3) 市場リスク 

(為替の変動リスク) 

当グループは、グローバルに事業を展開していることから外貨建の取引を行っており、損益及

びキャッシュ・フロー等が為替変動の影響を受けるリスクに晒されています。 

当該リスクを回避するために、外貨建の営業債権債務については、先物為替予約をデリバティ

ブ取引として利用しています。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っています。 

(資本性金融商品の価格変動リスク) 

当グループは、業務上の関係を有する企業の上場株式等の資本性金融商品を保有しており、そ

の市場価格の変動リスクに晒されています。 

当該リスクについては、公正価値や投資先の財務状況等を定期的に把握し、保有状況を継続的

に見直すことにより管理しています。 
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(4) 流動性リスク 

(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク) 

当グループは、必要な資金を主に自己資金で賄っていますが、資金調達環境の悪化等により支

払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されています。 

当該リスクについては、各部署からの報告に基づき、当社経理部が適時に資金繰計画を作成・

更新することで流動性リスクを管理しています。 

  

２．金融商品の公正価値等に関する事項 

金融商品の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりです。 

なお、長期貸付金以外の償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は、帳簿価額と近

似しています。 

（単位：百万円） 

 帳簿価額 公正価値 差額 

長期貸付金（１年内返済予定を含む） 549 547 △2 
 

（注）長期貸付金の公正価値は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプ 

   レッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

  

３．金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項 

公正価値は、その測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて次の3つに分類して

います。 

レベル１：同一の資産又は負債についての活発な市場における公表価格 

レベル２：レベル1に属さない、直接的又は間接的に観察可能なインプット 

レベル３：観察不能な価格を含むインプット 

 

(1)経常的に公正価値で測定する金融商品 

(単位：百万円) 

  
公正価値 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

その他の包括利益を通じて公
正価値で測定する金融資産 

        

 資本性金融商品 16,857 － 1,554 18,411 

純損益を通じて公正価値で測
定する金融資産 

        

 デリバティブ資産 － 0 － 0 

純損益を通じて公正価値で測
定する金融負債 

        

 デリバティブ負債 － 108 － 108 

 

(2)償却原価で測定する金融商品 

(単位：百万円) 

  
公正価値 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

償却原価で測定する金融資産         

 長期貸付金 
 (１年内回収予定を含む) 

－ 547 － 547 
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（注）公正価値の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

（資本性金融商品） 

  主に上場株式であり、取引所の価格に基づき算定しています。 

 （デリバティブ資産及びデリバティブ負債） 

  先物為替予約の評価額であり、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

 （長期貸付金） 

  将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り 

 引いた現在価値により算定しています。 

 （上記以外の金融商品） 

  償却原価で測定していますが、測定した帳簿価額と公正価値が近似しているため、注記を省略し 

 ています。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり親会社所有者帰属持分 2,234円73銭 

２．基本的１株当たり当期利益 92円56銭 
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個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

     移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

     市場価格のない株式等以外のもの 

       時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

     市場価格のない株式等 

       移動平均法による原価法 

  

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。 

(1) 製品・原材料・仕掛品 

先入先出法による原価法 

ただし、一部については、個別法による原価法 

(2) 貯蔵品 

主に個別法による原価法 

  

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 ２～50年 

構築物 ２～50年 

機械及び装置 ２～17年 

車両運搬具 ２～６年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定

額法を採用しています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

(4) 長期前払費用  

定額法（４～15年）を採用しています。 
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４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 投資損失引当金 

関係会社等への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、必要と認められ

る額を計上しています。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しています。 

(4) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき、計

上しています。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しています。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（17年）による定率法により費用処理しています。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（17年）による定率法により発生の翌事業年度から費用処理しています。 

 

 ５．収益及び費用の計上基準 

  当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。 

  ステップ１：顧客との契約を識別する。 

  ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

  ステップ３：取引価格を算定する。 

  ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

  ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する。 

 

  当社は、主に自動車用シートの製造・販売を行っています。このような製品販売については、顧客 

 との契約に基づき、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足 

 されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を計上しています。また、収益は、顧客との契約 

 において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しています。 

  費用については、検収基準若しくは発生基準にて認識しています。 
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 ６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

  デリバティブ取引（為替予約取引等） 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権債務 

(3) ヘッジ方針 

為替リスクを回避する目的で、金銭債権債務の回収及び支払の一部についてキャッシュ・フロ

ーを固定化しています。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、両方の変動額を基礎に判定しています。 

  

７．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。 
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会計方針の変更に関する注記 

 

１．収益認識に関する会計基準の適用 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基 

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した 

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしていま 

す。当会計基準の適用による当事業年度の計算書類に与える主な影響は以下のとおりです。 

 

・顧客に支払われる対価 

 得意先から有償で支給される部品・原材料について、従来は「売上高」と「売上原価」を総額表示 

していましたが、「売上高」の減額として表示しています。この結果、当事業年度の売上高が6,196 

百万円減少していますが、営業利益に与える影響はありません。 

・金型 

 従来、一定の期間にわたって「売上高」と「売上原価」に計上しておりましたが、当事業年度よ 

り特定の要件に該当する金型取引の場合、一時点で「売上高」と「売上原価」へ計上しています。 

この結果、当事業年度の売上高が741百万円減少していますが、営業利益に与える影響は軽微です。 

 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱 

いに従い、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業 

年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。ただ 

し、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱い 

に従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していません。 

この結果、当事業年度の繰越利益剰余金の期首残高は18百万円増加しています。 

  

２．時価の算定に関する会計基準の適用 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基 

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する 

会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２に定める経過的な取扱いに従って、時 

価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしています。なお、計算 

書類に与える影響はありません。 

 

収益認識に関する注記 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

す。 
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表示方法の変更に関する注記 

貸借対照表 

 前払金の表示方法は、従来、貸借対照表上、「流動資産」の「その他」（前事業年度７百万円）に含

めて表示していましたが、重要性が増したため、当事業年度より「流動資産」の「前払金」（当事業年

度7,883百万円）として表示しています。 

 

会計上の見積りに関する注記 
 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

 １．固定資産（有形固定資産及び無形固定資産）の減損 

   計算書類に計上した金額 

                    （単位 :百万円） 

 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

有形固定資産 18,772 

無形固定資産 377 

合計 19,149 

 

２．繰延税金資産の回収可能性 

   計算書類に計上した金額 

                    （単位 :百万円） 

 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

繰延税金資産 1,317 

 （注）貸借対照表において計上した繰延税金資産と、上記金額の関係は、「税効果会計に関する 

    注記」に記載しています。 

 

 ３．退職給付引当金の算出 

   計算書類に計上した金額 

                    （単位 :百万円） 

 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

前払年金費用 2,886 

 

４．会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

  「連結注記表 会計上の見積りに関する注記」に同一内容を記載しているため、記載を省略し 

 ています。 
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貸借対照表に関する注記 

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 15,275 百万円 

短期金銭債務 2,753 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 30,731 百万円 

 

３．保証債務 

当社の従業員の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っています。 

従業員(社員住宅ローン) 26 百万円 

  

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上高 60,012 百万円 

仕入高 13,734 百万円 

その他営業取引高 1,979 百万円 

営業取引以外の取引高 21,911 百万円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式に関する事項 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 1,534,668 1,462,909 51,200 2,946,377 
 

（変動事由の概要） 

主な増加減少の内訳は、次のとおりです。  

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される 

同法第156条の規定に基づく自己株式取得による増加 1,461,100株 
 

当社の対象取締役等への割当による自己株式の処分 51,200株 
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税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

（繰延税金資産）  

  未払費用 143 

  賞与引当金超過額 493 

  減価償却超過額 237 

  資産除去債務 25 

  固定資産除却損否認 72 

  関係会社株式 336 

  投資損失引当金 385 

  税務上の繰延資産 251 

  繰越外国税額控除 1,421 

   譲渡制限付株式 53 

  その他 217 

  繰延税金資産小計 3,637 

  評価性引当額 △2,319 

  繰延税金負債との相殺 △1,317 

  繰延税金資産合計 － 

（繰延税金負債）  

  その他有価証券評価差額金 △3,663 

  前払年金費用 △863 

  グループ法人税制適用に伴う譲渡益額 △9 

  その他 △6 

  繰延税金負債小計 △4,541 

  繰延税金資産との相殺 1,317 

  繰延税金負債合計 △3,224 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 
 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有(被所有) 
割合(％) 

関連当事 
者との関 

係 
取引の内容 

取引金額 
（百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

その他の関
係会社（当
該その他の
関係会社の
親会社を含
む） 

本田技研工業株
式会社 

東京都 
港区 

百万円 
86,067 

自動車の 
製造販売 

直接0.2 
（直接23.0） 

当社製品の
納入先 

当社製品の販
売(注１) 

38,515 売掛金 6,084 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 製品の販売については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しています。 

 

２．子会社等 
 

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有(被所有) 
割合(％) 

関連当事 
者との関 

係 
取引の内容 

取引金額 
（百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
広州提愛思汽車
内飾系統有限公
司 

中国 
広東省 

千米ドル 
3,860 

四輪車用シー
トの製造 

直接52.0 技術援助先 
技術料の受取
(注１) 

2,325 売掛金 1,541 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 技術料の受取については、技術援助契約を締結し技術料を決定しています。 

 
 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,098円59銭 

２．１株当たり当期純利益 152円38銭 
 
 


